
 
 
 
 
 
 
 

平成２８年５月１３日 

 

 

平成２７年度（第１７期）決算について 

 
 
 

  西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）の平成２７年度（第１７期）決算に 

ついて、別添のとおりお知らせします。 

 
 
 

（別添） 

１． 当期の事業の概況 

２． 比較貸借対照表 

３． 比較損益計算書 

４． 株主資本等変動計算書 

５． 営業実績 

６． 比較キャッシュ・フロー計算書 

７． 役員の異動 

 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

ＮＴＴ西日本 財務部 会計部門 

前川 ・ 山下 

ＴＥＬ :０６－４７９３－３１４１ 

E-Mail：kessan-info@west.ntt.co.jp 
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１.当期の事業の概況 

 

 

情報通信は、ＩＣＴが高度に利活用されるユビキタスネットワーク社会の形成に向け、

社会経済活動の効率化・活性化、国民生活の利便性向上、地方創生等に大きく貢献するこ

とが期待されており、官民が一体となってその実現に取り組んでいるところです。また、

情報通信市場は、ブロードバンド化・グローバル化の進展、スマートデバイスやソーシャ

ルメディア等の普及により、ニーズや利用形態の高度化・多様化が更に進み、ＩｏＴ/ビ

ッグデータの活用、プラットフォーム型サービスやクラウドサービスの拡大など、市場構

造の変化が進展しています。地域通信市場においては、光アクセスやＣＡＴＶを利用した

ブロードバンドサービスのキャリア間競争に加え、モバイルの高速化によるサービス間競

争が進み、固定と移動、通信と放送、更には、多様な無線端末の活用によるサービスの融

合が進展するなど、大きく変化してきています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中、良質かつ安定的なユニバーサル

サービスの提供・維持に努めるとともに、ネットワークの光化・ＩＰ化への円滑なマイグ

レーションの推進、ブロードバンドサービスの基盤となる光アクセス網の充実など、情報

通信市場における信頼性・公共性の確保に努めてまいりました。 

また、お客様が“より快適で安心・安全に”、“いつでもどこでも何にでも”つながるブ

ロードバンド・ユビキタスネットワーク環境の充実を図るとともに、お客様の利用形態に

合わせた多様かつ低廉なサービスの提供に努めてまいりました。 

 

 

＜１＞ 光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

光・ＩＰ系サービスの推進については、より快適で安心・安全なＮＧＮの提供を進め、

光アクセスラインを利用したひかり電話や映像配信サービス、並びに様々なプレイヤーと

のアライアンスによる新たなサービスの創造・展開により、新しいライフスタイルの創造

を図ることで光サービス（光コラボレーションモデル含む）の利用拡大に取り組むととも

に、Ｗｉ－Ｆｉプラットフォームの拡充等ブロードバンド・ユビキタスネットワーク環境

の実現に取り組みました。 

「光サービス」については、「フレッツ光」等を様々なサービス提供事業者様に卸提供

する「光コラボレーションモデル」において、新規サービス提供事業者様の積極的な開拓、

支援活動等による新たな需要の拡大に努めてまいりました。この結果、本モデルについて

は現在 200 社を超える様々な事業者様によりサービスが提供されており、契約数は平成

28 年 3 月現在、150 万回線を突破しました。また、「フレッツ光」については、ＳＯＨＯ

市場において新たにＷｅｂ動画を活用したプロモーションを展開したほか、会員制プログ

ラム「ＣＬＵＢ ＮＴＴ－Ｗｅｓｔ」の充実など、お客様に継続してご利用いただけるよ

うサービスの拡充に取り組みました。この結果、「光サービス」全体では、平成 28 年 3 月

現在、850 万回線を超える契約数となっております。 

Ｗｉ－Ｆｉサービスについては、前期に引き続き、エヌ・ティ・ティ・メディアサプラ
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イ株式会社が提供する店舗向けＷｉ－Ｆｉサービス「ＤｏＳＰＯＴ」のエリア拡大に取り

組んだほか、エヌ・ティ・ティ・ブロードバンドプラットフォーム株式会社が提供する訪

日外国人向けフリーＷｉ－Ｆｉアプリ「Ｊａｐａｎ Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ－ｆｒｅｅ  Ｗ

ｉ－Ｆｉ」によるシームレスな接続環境の拡大に努めてまいりました。また、各自治体様

とのアライアンスとして、公衆フリーＷｉ－Ｆｉの整備に関する包括連携協定を締結し、

Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備促進等、Ｗｉ－Ｆｉプラットフォームの拡充に取り組みました。 

 

 

＜２＞ ソリューションビジネスの取り組み 

企業・自治体のお客様には、アライアンス提案やソリューション提案を積極的に行い、

ＩＣＴの利活用により地域のお客様に喜んでいただけるよう「スマート光ソリューション」

を展開してまいりました。 

アライアンスによる新たなサービス展開については、国内初の事例となる東京海上日動

火災保険株式会社様・東日本電信電話株式会社とのアライアンスによるマイナンバー対応

支援に向けた取り組みを開始したほか、包括連携協定を締結している京都府伊根町様へ情

報通信基盤及び公衆無線ＬＡＮサービスを導入するなど、多くの自治体様と包括連携協定

を締結し、ＩＣＴを活用した便利で快適な環境づくりに向けた「スマート光タウン」の推

進に継続的に取り組みました。 

新たなサービスとしては、「ビジネスイーサ ワイド」に専用線とほぼ同等の帯域保証プ

ランを提供開始したほか、ご利用者が卒業（見込）証書等の各種証明書類をオンラインで

申請し、コンビニエンスストアで出力できる「証明書発行サービス」を「Ｂｉｚひかりク

ラウド」に新たに追加する等、サービスの拡充に取り組みました。 

中堅・中小企業のお客様向けには、クラウドサービスとの連携機能を備え、スマートフ

ォンやタブレット端末を活用したコミュニケーションの効率化等、従来のワークスタイル

を変革する新しいビジネスフォン「ＳｍａｒｔＮｅｔｃｏｍｍｕｎｉｔｙ αＡ１（Ｓｔ

ａｎｄａｒｄタイプ）」の提供を開始したほか、お客様のＩＣＴサポートニーズにきめ細

かく対応するため「オフィス訪問サポートサービス」の提供を開始しました。また、マイ

ナンバー制度の導入を契機とした情報セキュリティ需要の高まりを受け、「ＵＴＭサポー

トサービス」の提供を開始するなど、サービスの充実に取り組みました。 

 

 

＜３＞ 事業運営体制の状況等 

事業運営体制については、平成 27 年 7 月に光コラボレーションモデルの提供やアライ

アンス戦略、新たなサービス開発・ビジネスモデルの創造により、Ｂ２Ｂ２Ｘモデルによ

るブロードバンドサービスをさらに快適で安心・安全に提供する観点から、「アライアン

ス営業本部」を設置しました。また、ビジネス市場において、高い専門性を有し、お客様

の業種・ニーズに対応した高度・先進的なソリューション提案を更に強化する観点から、

大学・銀行・自治体クラウド分野に特化した「アドバンストソリューション営業部」をビ

ジネス営業本部内に設置しました。 

設備の維持については、南海トラフ巨大地震を想定した演習の実施や災害時における避
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難所への特設公衆Ｗｉ－Ｆｉの設置基準を定める等、災害対策体制の強化に向け取り組ん

だほか、サービス品質維持向上及びＩＰサービスの運用強化に向けた実践的演習を実施し

ました。また、設備事故の未然防止について、引込線垂下りによる第三者事故撲滅に向け

た計画的な設備点検を実施するとともに、現場作業における人身事故防止について、安全

推進強化期間の設定による安全施策の展開等に取り組みました。 

その他、黒字経営の維持に向けたコストコントロールの徹底については、端末機器の利

活用及び資材調達業務の効率化による物品費の低減をはじめ、無派遣工事の更なる拡大及

び配管レスキューによるＢＯ（バックオーダー）の削減や「ビジネスイーサ ワイド」の

納期回答早期化等、光サービス工事の更なる効率化に取り組みました。  

 

 

＜４＞ ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

ＣＳＲの推進については、情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信

頼を提供し、コミュニケーションを通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊か

な社会の実現に貢献していくことを謳った「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6 月

制定）を基本 に、「コンプライアンスの徹底」「安心・安全な社会づくり」「事業を通じた

価値創造」の 3つをＣＳＲ活動の柱に掲げるとともに「視える化」指標を策定し、社員一

人ひとりが法令等の遵守、安心・安全な通信サービスの提供、環境負荷低減などのＣＳＲ

活動に取り組みました。 

コンプライアンスの徹底については、ＮＴＴ西日本グループの信頼を揺るがすリスクの

高い 5 項目、「業務上の不正行為」「飲酒運転」「パワーハラスメント」の根絶と「お客様

情報の管理徹底」「人権の尊重」を遵守するとともに企業風土の改善に取り組み、さらな

る「風とおしの良い職場づくり」に向けた施策の展開等、より一層の社員意識醸成・啓発

に取り組みました。 

環境経営については、「グリーンＮＴＴ西日本戦略」（平成 24 年 6 月制定）に基づき、

「環境グランドデザインの達成」に向けて、電力使用量削減、紙使用量削減、廃棄物削減

に取り組むことで環境負荷低減に貢献するとともに、「生物多様性保全活動の推進」を目

的とした「ＮＴＴ西日本 みどりいっぱいプロジェクト」では、植樹・植栽、草刈、清掃

活動等の地域に密着した活動を実施するなど、地球環境保護活動に貢献しました。 

これらＣＳＲの取り組みについては、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」の理念を浸透させ

つつ、グループ一体となったＣＳＲ活動の一層の推進や環境経営の強化に努めています。

なお、ステークホルダーへの情報開示のために「ＮＴＴ西日本グループＣＳＲ報告書2015」

及び「ＮＴＴ西日本グループ環境報告書 2015」を公開しました。  

 

 

＜５＞ 営業収益等 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1 兆 5,280 億円（前期比 2.9%減）、営業利益は 740

億円（前期比 107.6％増）、経常利益は 671 億円（前期比 132.8％増）、当期純利益は 724

億円（前期比 420.2％増）となりました。 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産 　

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ４０７，８０５ ３７１，００４ △ ３６，８００

　　　　空中線設備 ６，０６１ ６，２２４ １６３

　　　　端末設備 １７，７８６ １７，１６６ △ ６２０

　　　　市内線路設備 ９８１，８３４ ９９３，０４０ １１，２０６

　　　　市外線路設備 ２，２０１ ２，１３８ △ ６２

　　　　土木設備 ５４１，６１７ ５３０，５０１ △ １１，１１６

　　　　海底線設備 ４，０９４ ３，５８７ △ ５０６

　　　　建物 ３４４，１６５ ３２７，９１１ △ １６，２５３

　　　　構築物 １３，７５１ １３，４４５ △ ３０５

　　　　機械及び装置 １，２９４ １，３５９ ６４

　　　　車両及び船舶 ２８３ ３７１ ８８

　　　　工具、器具及び備品 ３１，０１４ ３１，５１３ ４９８

　　　　土地 １７３，３０８ １７３，８４１ ５３３

　　　　リース資産 １６５ １６５ △ ０

　　　　建設仮勘定 ２５，７８０ １８，４８８ △ ７，２９１

　　　　有形固定資産合計 ２，５５１，１６５ ２，４９０，７６１ △ ６０，４０３

　　　無形固定資産 ６８，９５０ ６５，９１４ △ ３，０３６

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，６２０，１１６ ２，５５６，６７６ △ ６３，４４０

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ５，２０４ ４，９９４ △ ２１０

　　　関係会社株式 ３９，３７３ ３８，４８１ △ ８９１

　　　出資金 ４４７ ６３７ １８９

　　　長期前払費用 ３，５３７ ３，４１１ △ １２５

　　　前払年金費用 ２，６０５ － △ ２，６０５

　　　繰延税金資産 ９１，７５０ １１６，０６６ ２４，３１５

　　　その他の投資及びその他の資産 ６，９４４ ６，６６０ △ ２８４

　　　貸倒引当金 △ ６５２ △ ６３８ １４

　　　投資その他の資産合計 １４９，２１１ １６９，６１３ ２０，４０２

　　固定資産合計 ２，７６９，３２７ ２，７２６，２８９ △ ４３，０３７

　流動資産

　　現金及び預金 ２６，５３３ ２１，７６５ △ ４，７６７

　　受取手形 ６ － △ ６

　　売掛金 １９８，７２９ ２０１，１５５ ２，４２５

　　未収入金 ９７，７３８ ８９，６７４ △ ８，０６３

　　有価証券 ６ ６ －

　　貯蔵品 ３３，５８０ ３４，６５６ １，０７５

　　前渡金 ４，７５０ ３，８６７ △ ８８２

　　前払費用 ６，３４５ ６，２８１ △ ６４

　　繰延税金資産 ３，０２４ ５，５４３ ２，５１８

　　預け金 ６４，００２ ５０，０００ △ １４，００２

　　その他の流動資産 ９，２１０ ８，５３７ △ ６７２

　　貸倒引当金 △ ５９７ △ ５１４ ８３

　　流動資産合計 ４４３，３２９ ４２０，９７３ △ ２２，３５５

　資産合計 ３，２１２，６５６ ３，１４７，２６３ △ ６５，３９３

（平成27年３月31日） （平成28年３月31日）

 ２．比較貸借対照表 

科 目
第 16 期 第 17 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ７７８，８２７ ６５１，７０７ △ １２７，１２０

　　リース債務 ６９３ ７０６ １２

　　退職給付引当金 ２２９，９５２ ２３３，５７４ ３，６２１

　　ポイントサービス引当金 ７，５７１ ４，６７２ △ ２，８９９

　　未使用テレホンカード引当金 ９，１６０ ８，２００ △ ９６０

　　環境対策引当金 １０，７９４ ９，０７４ △ １，７２０

　　資産除去債務 ３４５ ３６１ １５

　　その他の固定負債 ５，６９８ ４，８３７ △ ８６０

　　固定負債合計 １，０４３，０４５ ９１３，１３４ △ １２９，９１１

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １７５，６００ １２７，１２０ △ ４８，４８０

　　買掛金 ７４，０６３ ７０，０６７ △ ３，９９５

　　短期借入金 ７５，０００ １４２，４６５ ６７，４６５

　　リース債務 １９９ １９８ △ ０

　　未払金 １７９，２４３ １７８，４２１ △ ８２１

　　未払費用 １３，８１３ １４，３６８ ５５４

　　未払法人税等 １，０８２ ８，１０２ ７，０１９

　　前受金 ４，０２１ ２，８１４ △ １，２０６

　　預り金 １４１，１０５ １２９，４９０ △ １１，６１５

　　前受収益 ５７ １６ △ ４０

　　環境対策引当金 ３，３５６ ２，４６７ △ ８８８

　　その他の流動負債 ３，３４２ ２，６３１ △ ７１１

　　流動負債合計 ６７０，８８５ ６７８，１６３ ７，２７８

　負債合計 １，７１３，９３０ １，５９１，２９７ △ １２２，６３２

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３１２，０００ ３１２，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　　資本剰余金合計 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 １５，９３４ ７３，３５８ ５７，４２４

　　　利益剰余金合計 １５，９３４ ７３，３５８ ５７，４２４

　　株主資本合計 １，４９７，９８８ １，５５５，４１２ ５７，４２４

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ７３８ ５５３ △ １８５

　　評価・換算差額等合計 ７３８ ５５３ △ １８５

　純資産合計 １，４９８，７２６ １，５５５，９６５ ５７，２３９

負債・純資産合計 ３，２１２，６５６ ３，１４７，２６３ △ ６５，３９３

科 目
（平成27年３月31日） （平成28年３月31日）

第 16 期 第 17 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，４１５，３２１ １，３７２，５７１ △ ４２，７４９

　営業費用

　　営業費 ３７７，６５６ ３２３，０７６ △ ５４，５７９

　　運用費 １１，１１９ １０，１７６ △ ９４３

　　施設保全費 ３５６，３７４ ３４７，４２９ △ ８，９４５

　　共通費 ６３，２３１ ６０，１６７ △ ３，０６３

　　管理費 ７８，５８２ ７２，２４６ △ ６，３３６

　　試験研究費 ４１，６４２ ３９，５２２ △ ２，１２０

　　減価償却費 ３２４，１４４ ３１３，７２４ △ １０，４１９

　　固定資産除却費 ４８，４７０ ５５，９９５ ７，５２４

　　通信設備使用料 ２５，６８６ ２５，４８５ △ ２００

　　租税公課 ６５，９３７ ６５，１１６ △ ８２１

　　営業費用合計 １，３９２，８４７ １，３１２，９４１ △ ７９，９０５

　電気通信事業営業利益 ２２，４７３ ５９，６３０ ３７，１５６

附帯事業営業損益

　営業収益 １５８，８９２ １５５，４５２ △ ３，４４０

　営業費用 １４５，６９２ １４１，０１０ △ ４，６８１

　附帯事業営業利益 １３，２００ １４，４４２ １，２４１

営業利益 ３５，６７４ ７４，０７２ ３８，３９８

営業外収益

　受取利息 ５ ２ △ ３

　有価証券利息 ０ １ ０

　受取配当金 １，３５５ １，５６８ ２１２

　固定資産売却益 ２，５３１ １，６９８ △ ８３２

　雑収入 ２，１２３ ２，５０４ ３８１

　営業外収益合計 ６，０１５ ５，７７５ △ ２４０

営業外費用

　支払利息 １１，４６１ ９，４１０ △ ２，０５１

　雑支出 １，３９０ ３，２９０ １，９００

　営業外費用合計 １２，８５１ １２，７０１ △ １５０

経常利益 ２８，８３８ ６７，１４６ ３８，３０８

特別損失

　環境対策引当金繰入額 ７，９７２ － △ ７，９７２

　特別損失合計 ７，９７２ － △ ７，９７２

税引前当期純利益 ２０，８６５ ６７，１４６ ４６，２８１

法人税、住民税及び事業税 ５，４５７ ２１，４４９ １５，９９２

法人税等調整額 １，４８６ △ ２６，７２７ △ ２８，２１４

当期純利益 １３，９２１ ７２，４２５ ５８，５０３

 ３．比較損益計算書 

平成27年４月１日から平成26年４月１日から
平成28年３月31日まで

第 16 期 第 17 期

増 減 （ △ ）
平成27年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 19,272 19,272 1,501,326 415 415 1,501,742

会計方針の変更による
累積的影響額

1,740 1,740 1,740 1,740

312,000 1,170,054 1,170,054 21,013 21,013 1,503,067 415 415 1,503,482

当期変動額          

剰余金の配当    △ 19,000 △ 19,000 △ 19,000   △ 19,000

当期純利益    13,921 13,921 13,921   13,921

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      322 322 322

当期変動額合計 － － － △ 5,079 △ 5,079 △ 5,079 322 322 △ 4,756

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 15,934 15,934 1,497,988 738 738 1,498,726

当事業年度  （自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 15,934 15,934 1,497,988 738 738 1,498,726

当期変動額          

剰余金の配当    △ 15,000 △ 15,000 △ 15,000   △ 15,000

当期純利益    72,425 72,425 72,425   72,425

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      △ 185 △ 185 △ 185

当期変動額合計 － － － 57,424 57,424 57,424 △ 185 △ 185 57,239

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 73,358 73,358 1,555,412 553 553 1,555,965

会計方針の変更を反映した
当期首残高

 ４．株主資本等変動計算書 

純資産
合計

資本金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価

差額金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

評価・換算差額等

資本
準備金

株主資本

利益剰余金

資本
剰余金
合計 繰越利益

剰余金

評価・換算差額等株主資本

資本剰余金

株主資本
合計

資本金

繰越利益
剰余金

利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

評価・換算
差額等
合計

その他
有価証券
評価

差額金

純資産
合計
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ４７２，５７２ ４２８，６４５ △ ４３，９２６ △ ９．３

（再）基本料 ３４７，７５９ ３１９，６８７ △ ２８，０７１ △ ８．１

（再）通話料 ３３，１９４ ２８，２５９ △ ４，９３５ △ １４．９

（再）相互接続通話料 ６１，３３３ ５５，８４０ △ ５，４９２ △ ９．０

　ＩＰ系収入 ６８６，１９４ ７０２，７１２ １６，５１８ ２．４

　専用収入（ＩＰ系除く） １０３，０３５ ９３，３８３ △ ９，６５２ △ ９．４

　電報収入 １５，４５５ １４，０８８ △ １，３６７ △ ８．８

　その他の電気通信事業収入 １３８，０６２ １３３，７４１ △ ４，３２１ △ ３．１

電気通信事業営業収益合計 １，４１５，３２１ １，３７２，５７１ △ ４２，７４９ △ ３．０

附帯事業営業収益合計 １５８，８９２ １５５，４５２ △ ３，４４０ △ ２．２

営業収益合計 １，５７４，２１３ １，５２８，０２３ △ ４６，１８９ △ ２．９

 ５．営業実績 

第 16 期

平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで 平成28年３月31日まで

科 目

第 17 期
増　減　額

（△）平成27年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ２０，８６５ ６７，１４６ ４６，２８１

　減価償却費 ３２７，６４８ ３１７，０８２ △ １０，５６５

　固定資産除却損 ２０，０９１ ２６，６４１ ６，５４９

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 １，６１５ ３，６２１ ２，００６

　売上債権の増加（△）又は減少額 １，８５９ ５，８５２ ３，９９２

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ １，７２２ △ ９０２ ８１９

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ５，２７１ △ ８，７５９ △ ３，４８８

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 ９，０９８ △ ４，０８５ △ １３，１８３

　その他 ４３，０１０ △ ５，９５７ △ ４８，９６８

　小計 ４１７，１９４ ４００，６３７ △ １６，５５６

　利息及び配当金の受取額 １，３６２ １，５７１ ２０９

　利息の支払額 △ １１，５４９ △ ９，４７７ ２，０７１

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ３，７４５ △ ５，５２８ △ １，７８２

　営業活動によるキャッシュ・フロー ４０３，２６０ ３８７，２０３ △ １６，０５７

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３０３，０１５ △ ２８４，７４６ １８，２６８

　固定資産の売却による収入 ５，４８３ ２，２７５ △ ３，２０８

　投資有価証券等の取得による支出 △ １９８ △ ８６５ △ ６６７

　投資有価証券等の売却による収入 ２１ ４６２ ４４０

　その他 ３３５ ２６５ △ ７０

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２９７，３７２ △ ２８２，６０７ １４，７６４

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 ７０，０００ － △ ７０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ １５７，３７０ △ １７５，６００ △ １８，２３０

　短期借入による増減（△）額 ２，９９０ ６７，４６２ ６４，４７２

　リース債務の返済による支出 △ ４９３ △ ２２７ ２６６

　配当金の支払額 △ １９，０００ △ １５，０００ ３，９９９

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ １０３，８７３ △ １２３，３６５ △ １９，４９１

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ２，０１５ △ １８，７６９ △ ２０，７８４

現金及び現金同等物の期首残高 ８８，５２０ ９０，５３５ ２，０１５

現金及び現金同等物の期末残高 ９０，５３５ ７１，７６５ △ １８，７６９

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 平成26年４月１日から 平成27年４月１日から
平成27年３月31日まで 平成28年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 16 期 第 17 期
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7. 役 員 の 異 動 

                              平成２８年６月１７日予定 

（１）新任取締役候補      

    山 本 尚 樹   （現：マーケティング部長） 

    坂 口 隆 冨 美   （現：人事部 担当部長（㈱ＮＴＴネオメイト）） 

 

（２）退任予定取締役 

    代表取締役副社長  熊 本 敏 彦 （西部電気工業㈱入社予定） 

    取締役       東 田 盛 正 治 （ＮＴＴファイナンス㈱入社予定） 

    取締役       太 田 修 司 （㈱ＮＴＴトラベルサービス入社予定） 

 

（３）代表取締役予定者 

  ① 代表取締役社長予定者 

     代表取締役社長    村 尾 和 俊 

 

② 代表取締役副社長予定者 

代表取締役常務取締役 太 田 真 治 

常務取締役      黒 田 吉 広 

   

（４）役員人事の予定について 

                              委嘱日 平成２８年６月１７日 

 

〔新役職名及び新委嘱・担当業務〕  （氏   名）   〔現役職名及び現委嘱・担当業務〕 

 

   代表取締役副社長          太 田 真 治   代表取締役常務取締役 

   アライアンス営業本部長                アライアンス営業本部長 

   アライアンス営業本部                 アライアンス営業本部 

    ビジネスデザイン部長兼務               ビジネスデザイン部長兼務 

    光コラボレーション営業部長兼務           ビジネス営業本部担当 

   マーケティング部長兼務                マーケティング部担当 

   ビジネス営業本部担当                  

   経営企画部担当                     

   財務部担当                       

   人事部担当                       

   総務部担当 

   コンプライアンス・ＣＳＲ担当              

 

   代表取締役副社長         黒 田 吉 広   常務取締役 

   設備本部長                      設備本部 

 設備本部                        ネットワーク部長 

    ネットワーク部長兼務                技術革新部担当 

   技術革新部担当 
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   取締役              古 堅 一 成   取締役 

ビジネス営業本部長                  ビジネス営業本部長 

 

   取締役              伊 藤 正 三   取締役 

   経営企画部長                     経営企画部長 

   財務部長兼務                     財務部長兼務 

   情報セキュリティ推進部担当              情報セキュリティ推進部担当 

 

   取締役              遠 竹   泰   取締役 

   設備本部                       設備本部 

サービスマネジメント部長               サービスマネジメント部長 

 

   取締役              北 村 美 樹 浩   取締役 

   関西事業本部長                    関西事業本部長 

   大阪支店長兼務                    大阪支店長兼務 

 

   取締役              上 間 功 也   取締役 

   技術革新部長                     技術革新部長 

 

   取締役              池 田   康   取締役 

   人事部長                       人事部長 

 

   取締役              上 原 一 郎   取締役 

   九州事業本部長                    九州事業本部長 

   福岡支店長兼務                    福岡支店長兼務 

 

   取締役              岸 本 照 之   取締役 

 

   取締役              山 本 尚 樹    

   東海事業本部長 

   名古屋支店長兼務 

 

   取締役              坂 口 隆 冨 美    

 

   取締役              島 田   明   取締役 

 

 

（注） 

・岸本照之氏（再任予定）については、（株）ＮＴＴフィールドテクノ代表取締役社長へ引き続き

就任する予定です。 

・坂口隆冨美氏（新任予定）については、（株）ＮＴＴネオメイト代表取締役社長へ引き続き就任

する予定です。 

 

以  上 


